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5 Charles Alan Wright & Mary Kay Kane, Law of Federal Courts (7th ed. 2011) at 10.
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にわかれる。また，申立てには，「無罪判決を求める」申立て（Motion for Judgment of Acquittal）
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30 後述の ``raise-or-waive'' の考え方はここには適用されず，タイミングは自由に選ぶことができると考えられ
る。
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32 Wayne R. LaFave, Jerold H. Israel et al., Criminal Procedure (5th ed. 2009) at 11971198.
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42 Fed. R. Crim. P. 33(b)(2). 以前は 7 日だったが，2011年現在，14日に延長されている。
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再公判の申立ては，前述のように 2 つの形式を有する。多くの場合，再公判の申立ては
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99 あくまで，裁判官が認定することを許されたことに対する誤りの指摘であって，陪審のそれと混同されるも
のではない。この点で，おそらく日本の事実誤認とは review の対象が異なると思われる。










決は伝統的に 3 つのカテゴリーへと分類される。法律問題（新たに review 可能），事実問題（明
















100 LaFave, supra note 32 at 1319.
101 E.g., United States v. Aina-Marshall, 336 F.3d 167(2d Cir.2003).
102 LaFave, supra note 32 at 1319.
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105 刑事訴訟法382条。
106 刑事訴訟法382条の 2，393条等。
なる事実を検討する判決のために使用される100。また，有罪判決の証拠の十分性が争われる場合
もあるが，その場合には前述の無罪判決を求める申立てと同様の基準が用いられる101。
控訴裁判所が，事実審裁判所は裁量を濫用したと判断する場合のみ，誤りと見なされることがあ
る。裁量の濫用は，時に「合理的な人間ならば決して」たどり着かない判断であるとか，控訴裁判
所に対して「地方裁判所が明らかな誤審に加担した明白かつ決定的な有罪判決」を渡すものである
といったように，半ば揶揄を含んで定義されることがある。証拠採用の許否決定，忌避申立判断，
弁護人の代理，延期，分離，証拠開示，陪審説示，答弁取引の特定の機能及び，審理無効または再
公判の判断等によく適用される102。
裁量の濫用という基準によって review された判決は，いくつか共通の性格を有している。それ
らはしばしば，事実審裁判所における当事者及び証拠に対する直接的な観察，つまり記録にしか触
れられない控訴審裁判官によっては再現不可能な観察に依拠するのである。そのため，裁量の濫用
によって review される場合，控訴審裁判官よりも事実審裁判官の方がより深く理解している争点
を扱うことがある103。
被告人及び検察官は，いわゆる量刑不当で控訴することが可能とされている。刑罰が違法に科さ
れた場合，量刑ガイドラインが誤って適用された場合，量刑ガイドラインが画定した範囲の最大限
を超えるまたは最小限に満たない刑罰が科された場合，量刑ガイドラインを根拠としていない場
合，答弁取引の内容と不当に異なる場合などである。控訴裁判所は，記録によって review を行
う104。
四 不服申立て手段の日米単純比較
アメリカの手続において最も特徴的なのは，事実問題に関する review 基準と，それをいわば補
完する「申立て」の制度であろう。法律問題の判断に関しては，さほど比較する余地がないと思わ
れる。従って，日本の控訴制度とどのように異なるかということを考察する場合，日本法の側から
範囲を画定するのであれば，それは「第一審の事実認定に対する不服申立て」という観点になるで
あろう。
まず，互いに控訴という範囲内で直接比較が可能なこととしては，事実問題に関する review基
準である。「明らかな誤り」という表現は日本における事実誤認105 と類似する響きを持つが，有罪
を維持する証拠の十分性については，日本の場合は新証拠の提出を許す余地が残される一方106，
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107 申立期間という点でかなりの差はあるが，制度としては似通っている。
108 但し，この場合も審理が行われる裁判所はやはり異なる。
109 この点は控訴によっても争い得るが，申立ての機会が多いことや，「控訴という手間を省く」という訴訟経
済の観念等を考慮すれば，これは事実審裁判所の領分と言っても過言ではないと思われる。また，日本に
おいて有罪を維持する証拠の十分性を控訴によって争う場合，それは新証拠を追加する場合とほとんど区
別がつかないと推察される。従って，ここでは事実審裁判所の領分とする次第である。
110 検察は組織だが，結局は法廷に立つ者がその場の判断で訴訟を組み立てることになると思われる。無論，
事前の戦略はあるが，その点は弁護人も同様である。
アメリカの場合は控訴裁判所において新たな証拠を提出することはできない。それどころか，申立
てのタイミングによっては，事実審裁判所に提出された全証拠よりも制限されることすらある。検
討が可能な証拠の範囲が，決定的な違いと考えられる。
では，日本の控訴裁判所において提出が可能な「新証拠」の取り扱いはどうなっているのかとい
うと，アメリカの場合，これは控訴裁判所ではなくて事実審裁判所が取り扱うことになっている。
しかも，手続としては再公判の申立てであり，日本の制度で類似するものを挙げるとすれば，おそ
らく再審であろう107。現行の制度ではないが，最初からやり直すという点では旧刑事訴訟法の覆
審制とも近い108。
アメリカの手続における無罪判決の申立ては，評決後というタイミングの場合，陪審の評決を裁
判官が review するようなものなので，ここでは日本の第一審裁判所が下した判決を控訴裁判所が
review するという構図と比較できる。但し，review の基準は証拠の十分性である。そのため，こ
こでもやはり検討が可能な証拠の範囲に違いが表れる。
以上のように，第一審の下した判断に対してどのように不服申立てを行うかという点は，制度
上，比較が非常に困難である。しかしながら，単純に日本側の「控訴」という枠組みからアメリカ
の制度を捉えた場合，日本の控訴裁判所が請け負っている事実審としての役割は，アメリカの控訴
裁判所においては「明らかな誤りを含む事実問題」に対して主に発揮される。そして，それ以外
（有罪を維持する証拠の review109，新証拠の追加）は事実審裁判所が請け負うことになっている。
そのやり方についても，review の場合は証拠が制限され，新証拠を追加するならば初めからやり
直しである。
結論
以上，アメリカの不服申立て及び控訴制度を概観し，日本法との違いを分析したが，一言で表現
すれば，アメリカは相当に「徹底的」である。およそアメリカの制度には，事実問題を控訴によっ
て争うという発想が希薄と考察される。但し，控訴という手段ではないが，争うとなれば手間を惜
しまないのである。また，訴訟手続をどのように利用するかという点を，ほとんど完全に当事者に
一任しており，その代わり，種々の手段を備えている。あるいは「そのために」と言うことも可能
であろう。当事者主義を推し進めれば，法廷に立つ個人110 の責任は増大し，多様な選択肢が与え
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111 例えば，第一審の判断を尊重する傾向にあることからも，このことは推察されるのである。
られることになるものと考えられる。従って，訴訟手続がどのように展開していくかは，当該個人
の選択，すなわちその選択肢を見極める力量如何にかかってくるのが自明の理と言っても，過言で
はない。
このような性質を持つアメリカの手続と比較してみるに，日本における控訴制度の運用は似てい
るようで全く異なるものである。アメリカにおいては事実審裁判所が請け負っている領分を，日本
では控訴裁判所がかなり引き受けており，しかしながら review の基準はむしろアメリカの控訴裁
判所と近い111。従って，例えば裁判員制度が導入されたことに鑑み，今後の運用方針として仮に
アメリカの手続から示唆を得ようとするのであれば，いわゆる第一審集中主義をさらに徹底するこ
とは可能であるか否かの検討を要すると思われる。この制度比較における，一見微妙だがその実複
雑な齟齬は，改正時に控訴裁判所が事実審を担う余地を残したことに起因するものと考えられる。
アメリカにおける「申立て」という手段が日本には存在しなかったからであろうと推察されるが，
突き詰めれば，「上訴を以て争う」という手段に対する考え方が，両者は決定的に異なるのである。
